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鳥取県商工労働部企業支援課
平成２６年３月１０日作成

平成２７年３月　９日改正

平成２９年４月　１日改正
＜総合＞

問１：制度創設の趣旨は何か。

答：日本は現在、景気回復基調の中で産業構造や社会構造を変える予兆が生まれてきており、テイクオフ（飛躍）するかどうかというタイミングの時期であるととらえ、鳥取県においても、リスクはあるものの、新たな需要獲得に向けて、自らの業態を転換したり、大交流時代を迎えて商圏拡大に打って出る企業の後押しになるような制度として創設したもの。
問２：具体的な事業イメージは何か。

答：設備投資とはそもそもリスクがあるものの、企業競争力強化や体質強化のために行うものであると考えられるため、設備投資であれば広く対象とする考え。
なお、特別利率や更なる保証料軽減措置の対象となる事業としては、

例えば、

　　　・建設業者が太陽光発電事業参入のために行う設備投資〔県経済再生成長戦略の戦略的推進分野〕
・パソコン部品製造から自動車部品製造へ主力製品をシフトするための設備導入
〔業態転換等（新分野進出）〕
・顧客ニーズに合わせた旅館のリニューアル（宿泊部屋形態変更（団体客用→個人客用））
〔業態転換等（業態転換）〕
　　　・新たな市場を県外や海外に求め、現地に生産や販売の拠点施設を整備〔業態転換等（商圏拡大）〕
　　　・先代から引き継いだ老朽化した生産設備を更新〔事業承継〕
・国のものづくり補助金を受けた設備投資〔公的支援〕
　　　・耐震改修促進法改正により耐震診断が義務化された大規模建築物の耐震改修〔規制強化〕
　　などが考えられる。
　
＜融資対象者＞

問３：この制度特有の融資対象者の要件はあるか。

答：ない。他の制度融資資金と同様、鳥取県企業自立サポート事業基本要綱第５条に規定する基本要件を満たす中小企業者等で、企業競争力強化や体質強化を目的とした設備投資を行う者などが対象。
＜資金の使途＞

問４：運転資金や借換資金を借り入れるのに、制限はあるか。
答：○運転資金、借換資金とも設備資金のために合わせて行う場合が対象。当資金は設備資金が基本であり、運転資金、借換資金とも設備資金に付随するもの、設備資金のために借り入れる資金であることが必要であり、その点は事業計画や借入申請者の財務状況等から適否を判断することとなる。なお、その趣旨に則り、運転資金及び借換資金の融資期間は設備資金の融資期間を超えることは認められない。
○運転資金は、設備資金に付随する、資産計上されないリースやソフトウェア整備や増加運転資金を対象とする。例えば県外などに新たな生産拠点を整備する場合、工場や事務所などを借りる経費やその生産拠点における原材料調達コストなど生産拠点の運転に必要な経費などを想定している。

○借換資金は、大型の設備投資を行う場合には既往借入金の整理・調整が必要となることも想定して対象としたもの。
○海外展開において、海外子会社等が行う設備投資を目的として行う、当該海外子会社への出資、転貸、社債引受に必要な資金としての運転資金は対象とする。

なお、海外子会社等とは次のいずれかの外国法人のことをいう。

（１）申込者の出資割合（申込者の100％出資の子会社の出資割合を含む。）が１０％以上である（となる）外国法人

（２）申込者が①役員の派遣、②長期にわたる原材料の供給又は製品の売買、③重要な製造技術の提供を行っている外国法人
＜融資限度額＞

問５：融資限度額が定められていないのはどういうことか。

答：融資限度額は、施設整備など額の大きなものも想定されることもあり、経営安定関連保証（セーフティネット保証）や経営革新関連保証など別枠保証の利用可能性を考慮してケースバイケースで融資額を決めることができるようにしている。
＜融資期間＞

問６：融資期間20年以内とした理由は何か。

答：景気の転換期においては、新たな需要獲得に向けて、自らの業態を転換したり、商圏拡大に打って出るなど大型事業が行われることが想定され、そのような大型事業は短期間で投資を回収することが困難であることから、超長期の期間設定を行ったもの。
問７：例えば、車両購入資金でも20年の期間としてよいか。

答：概ね当該設備の法定耐用年数に合わせた期間設定とすることが原則。 

問８：特例の据置期間５年以内を設定するための具体的要件は。

答：○据置期間５年の考え方は、業態転換等の場合、事業が軌道に乗るまで一定程度時間を要するという考えから、特例的に設定できるようにするもの。
○①業態転換等に必要な資金であること、②事業計画の作成と実行状況の金融機関のモニタリング、さらに経営サポート会議等による経営支援の２つを要件を満たすことが必要。

○作成が必要な事業計画は、５事業年度程度のもので、計画期間中の各事業年度の収支計画及び計画終了時の定量目標並びにその達成に向けた具体的な行動計画を含むものであることが必要。様式については各金融機関で既に使用しているものがあると考えられるため、固有の様式は作成していない。

○据置期間の特例措置を受けようとする中小企業者の責務は、次のとおり。
（1） 業態転換等に係る事業計画を作成し、計画の実行状況を金融機関に定期的に報告すること。
（2） 金融機関や経営サポート会議等による計画の策定支援や経営支援を受けること。

（3） 計画の実行状況に基づき、金融機関や経営サポート会議等による計画の修正に係る指導・助言や追加的な経営支援を受けること。

なお、金融機関のモニタリングの方法についても特に定めないので、各機関において状況把握を行うための適切な方法により運用いただきたい。
※経営サポート会議：とっとり企業支援ネットワークの下に、保証協会や債権者たる金融機関等の関係者が一堂に会し、個々の中小企業の支援の方向性、内容等を検討する場。
＜融資利率＞

問９：特別利率が適用される要件の内容は？（鳥取県経済再生成長戦略における戦略的推進分野）
答：戦略的推進分野は、県が策定した成長戦略の中で成長分野として位置づけたものであり、これらの分野に係る事業については、創業や業態転換に伴って計画される場合が多いことから要件としたもの。
戦略的推進分野の各分野の内容は次のとおり。

1 環境・エネルギー…エコカー関連産業の創出と展開、自然エネルギーの活用の拡大、リサイクルビジネスの展開、課題解決型サービス（ＥＶカーシェア、災害時集落無停電サービスなど）の創造など
2 次世代デバイス（電機・電子関連産業）…ＬＥＤ関連商品の開発促進、ＥＶ関連産業への参入、液晶産業の高付加価値化、医療機器産業への参入など
3 バイオ・食品関連産業　…染色体工学技術の安全性・機能性評価、食の安全・安心への対応、創薬プラントの立地、機能性食品等の開発促進など
4 健康・福祉サービス関連産業…美容・健康関連商品への展開、福祉ビジネスの創出　課題解決型の健康づくりサービスの創造　など
5 まちなかビジネス／コミュニティビジネス（ＣＢ）…賑わい創出のための空き店舗などを活用した商業集客・公衆利便施設（休憩所・トイレなど）の整備など
6 観光ビジネス…ようこそようこそ鳥取県運動の推進（地域の豊かな自然や歴史や文化を活かした観光魅力づくりのための施設整備など）、外国人観光客の誘致推進、エコツーリズムや温泉地の魅力アップ、サービス工学による「おもてなし経営」など
7 農林水産資源関連ビジネス…農商工連携による高付加価値化、機能性食品等の開発促進、農福連携モデルの構築、新たな健康サービス創造など
8 次世代サービス…ＢＰＯ（ビジネスプロセスアウトソーシング）・事務系企業の立地促進、ビッグデータ等活用事業の創出、研究開発型データセンターの立地促進、コンテンツ産業・クリエーターの育成誘致など
問１０：特別利率が適用される要件の内容は？（業態転換等その１）
答：○業態転換等は新分野進出、業態転換と商圏拡大という３つの概念で定義。

○新分野進出は、①新製品の開発又は生産、②新サービスの開発又は提供
を行うもので、日本標準産業分類の細分類が異なる業種に属する分野に新たに進出又は転換するものをいう。
　　○業態転換は、業種は変わらないが、顧客ニーズをとらえて、①製品の新たな生産又は販売の方式の導入、②サービスの新たな提供の方式の導入を行うものをいう。想定例としては、顧客ニーズに合わせた旅館のリニューアル（耐震改修と併せて行う外国人観光客向けの施設整備（多言語表示、交流スペースや洋式トイレの設置など）や宿泊部屋形態変更（団体客用→個人客用）など）。
○商圏拡大は、現有製品（サービス）か新製品（サービス）かを問わず、新たな需要を獲得するために、現商圏（地理的なエリアをいう。以下同じ。）とは異なる商圏へ進出するものをいい、それにより県内事業所の閉鎖や従業員の雇用調整（解雇等、従業員の雇用安定に影響を及ぼすもの）を伴わないものをいう。
問１１：特別利率が適用される要件の内容は？（業態転換等その２）

　　　　　業態転換等の「新分野進出」や「業態転換」に該当するかどうかの基準はあるか。

答：○新分野進出は、当該企業の産業分類（細分類）がこれまでと異なる業種に新たに進出するものや転換するものをいう。「新たに進出するもの」は創業のみでなく、経営の多角化も含み、「転換」も１００％転換することまで求めるものではない。

　　○「新分野進出」や「業態転換」に該当するかどうかは、設備投資の内容と事業の転換状況の関連性をもとに判断することとなる。
問１２: 特別利率が適用される要件の内容は？（事業承継）
答：○事業承継は、それ自体が雇用や経営資源の喪失を防止し、また後継者による経営刷新等が事業拡大をもたらすことが期待されるなど、県内経済の活性化のために支援すべき要素の一つであることから特別利率を適用するもの。（平成２６年度経済対策として追加）

○「事業承継を契機として」とは、事業を承継してから５年以内を目安とする。

○「雇用の維持・拡大」については、従業員が減少する場合であっても、廃業の場合と比較考慮し、雇用の維持として認められる。

問１３：特別利率が適用される要件の内容は？（公的支援）

答：設備投資については、補助金の交付決定を受けてもそれ以外の資金手当に苦労される状況があると聞いているところ。公的機関から設備投資に対する補助金の交付を受けて実施される事業については、地域経済の活性化に資する点から公的機関により一定の確認･評価を受けていることなどから、特別利率を適用することとしたものである。想定される補助金は企業立地事業補助金、鳥取県版経営革新総合支援補助金などである。 
　　
問１４：特別利率が適用される要件の内容は？（法改正等による規制強化）　
答：規制強化に伴って行う設備投資については、投資費用の回収に時間を要することが多いため、その負担の軽減を図る趣旨で特別利率を適用することとしたものである。耐震改修促進法改正に伴う耐震改修や危険物の規制に関する規則等の改正に伴う重油等の地下貯蔵タンクの改修などを想定している。
＜保証料率＞

問１５：保証料率についても、特別利率と同じように、特例措置があるようだが、その内容は？
答：平成２５年度経済対策において、特に厳しい経営状況下にある県内中小企業者の生き残りをかけた業態転換や、小規模零細事業者層の創業・事業継続の下支えを目的として、利用企業の経営状況に応じた現行の負担軽減措置に加え、一定の要件に該当する場合には、更なる負担軽減を図る措置を講じることとしている。当資金についても、特別利率を適用する要件と同じ要件を満たすものについては、現行の保証料率の５割程度にまで軽減を図ることとしている。
　　※特別利率を適用する要件

　　　ア　鳥取県経済再生成長戦略に定める戦略的推進分野に係る事業を行う場合

イ　業態転換等を行う場合

ウ　事業承継を契機として雇用の維持・拡大を図る場合
エ　地域経済の活性化に資するものとして県や国など公的機関から設備投資に対する補助金を受けて行う場合

オ　法改正等による規制強化に伴って行う場合

　　〔保証料率〕
	料率区分
	1 
	2 
	3 
	4 
	⑤
	8 
	⑦
	⑧
	9 

	通常のもの
	1.08
	1.04
	0.99
	0.94
	0.89
	0.85
	0.80
	0.60
	0.45

	一定の要件を満たすもの
	0.68
	0.64
	0.59
	0.54
	0.49
	0.45
	0.40
	0.30
	0.23


　　　
　　　

